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新型コロナ影響調査①（丹波篠山市内事業者・従業員向） 

 

インターネットアンケート 

アンケート実施期間；令和２年５月１１日～５月１７日 

 

 

 

 

事業者（経営主）と事業所で働く従業員の皆様 

新型コロナ感染症と緊急事態宣言により大きな影響を受けていらっしゃる丹波篠山市内の

事業所・従業員の皆様にお見舞い申し上げます。 

今後も事業を継続していただくためには、国、県、市が連携して経営支援を考えていく必要

があると考えています。今後の施策の参考にさせていただくためにアンケートにより状況

把握をさせていただきたいと考えました。 

匿名のアンケートですのでご協力いただくことをお願いいたします。 

より多くの方々の状況を把握するために、シェアのご協力もお願いいたします。 

（注）匿名性を高めるために、何度でも回答できる設定にしていますが、回答は一回でお願

いします。 

Ｒ２．５．１１    丹波篠山市議会議員 渡辺拓道 

 

 

総回答数 ３７ 

 

業種別回答数 

医療・福祉 １ 情報通信業 １ 

飲食サービス業 ４ 生活関連サービス・娯楽業 ２ 

卸売・小売業 ６ 製造業 ８ 

金融・保険業 １ 農林業 ２ 

建設業 ７ 複合サービス業 ４ 

宿泊業 １   
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アンケート分析 

 

 

１．アンケートの全体評価 

 今回は緊急の調査のため、インターネットを利用した調査とした。また、調査の呼びかけはＳＮＳを活

用した。このため、ネット環境が無かったり、呼びかけが局所的となり、回答数は３７と決して十分な数

とは言えない調査となった。また、標本数（回答数）が少ないために、業種ごとの詳細な分析は困難なも

のとなった。 

 しかし、新型コロナウイルスが丹波篠山経済全般に影響を与えていること、そして、その影響は運転資

金の不足を生じさせるほど深刻な状態にあることを明らかにすることができた。 

 

２．新型コロナウイルスによる事業の休止等の状況 

 回答事業所の２/３が、新型コロナウイルスの影響により事業休止、時間短縮、事業の一部休止を行っ

ている。このうち、事業休止が１か月を超えている事業所もある。（８.１％ 、飲食サービス業、卸売・

小売業・宿泊業の一部） 

  

３．売り上げの状況 

全業種で大きな売り上げの減少（５月は見込み）が見られる。８割以上の減少を選択した事業所は７つ

あった。しかし、その減少割合は同業種であっても事業所毎に異なり、３月から５月の間の月間売上は、

ほとんどの業種で１割減未満～８割減以上の幅がある。 

次に、売り上げの時間的変化は、月を追うごとに悪化している。（標本数が少ないため、平均値でなく

中央値を用いて業種ごとの売り上げ減の状況を見た。） 

飲食サービス業の一部には、３月の売り上げに比べ４～５月が改善した事業所がある。 

業種別売り上げ減（中央値：割減） 

 ３月 ４月 ５月  ３月 ４月 ５月 

医療・福祉 ▲１ ▲３ ▲３ 情報通信業 ― ― ― 

飲食サービス業 ▲５ ▲８ ▲８ 
生活関連サービス・ 

娯楽業 
▲１ ▲５ ▲５ 

卸売・小売業 ▲３ ▲４ ▲５ 製造業 ▲２ ▲３ ▲４ 

金融・保険業 ▲１ ▲１ ▲２ 農林業 ▲５ ▲７ ▲５ 

建設業 ▲２ ▲３ ▲５ 複合サービス業 ▲５ ▲７ ▲８ 

宿泊業 ▲５ ▲５ ▲５ 全業種 ▲３ ▲４ ▲５ 

（注：業種を選択する回答で「複合サービス業」を選択されている方があるが、回答内容をみ

ると、その回答者は「生活関連サービス業」である可能性が高いと思われる。このため、分析

においては以下においてもその点を考慮した。） 
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４．売り上げ減の原因分析 

①休業等による営業（操業）時間の減少 

 新型コロナウイルスの影響で事業を休止（休止、時間短縮、一部休止）した多くの事業所では、売り上

げを５割以上減少させている。これは、営業（操業）時間の減少が売り上げ減の要因となっていることを

示している。 

 休業等を行った理由は、飲食サービス業・卸売小売業・生活関連サービス業で「感染拡大防止のため」

「利用者が見込めないため」が多くを占めるのに対して、建設業・製造業では「取引先の都合により」が

多い。 

 

 

②事業の休止等を行っていない事業所の状況 

一方、休止等を行っていない事業所では、休止等を行った事業者ほどの売上減ではないものの、多くの

事業者が３～４割の売り上げを落としている。 

これは、「自粛」「緊急事態宣言」「STAY HOME」により経済活動そのものが低迷したと考えられ、そ

れらが事業運営を非常に厳しいものにしていると考えられる。 

 

５．運転資金と持続化給付金 

 不足する運転資金を借り入れ（借

入済み含む）で確保しようとする事

業所は約４６％、持続化給付金を充

てる予定の事業所は約３０％であ

り、４事業所の内３事業所以上に運

転資金の不安が生じている。 

 また、一部に持続化給付金の情報

が届いていない事業所もあるが、各 
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事業所は持続化給付金に高い関心を示しているものと思われ、約６８％の事業者が給付金を活用しよう

としている。 

 一方、約１９％の事業者は、売り上げの減少で困っているものの、給付金の支給要件となる売り上げ減

５割を満たすことができず申請が見込めないでいる。（Q6参照） 

 

６．今後の事業継続について 

 「特に影響なく事業を続けられると思う」と回答した事業者は僅か８％であり、ほとんどの事業者が今

後の事業継続を不安視している。 

 また、事業所の半数が「事業形態の変更」やテレワークの導入などの「働き方の変更」が必要になると

回答した。 

 「事業の縮小を考えなくてはいけないと思う」の回答者は約１４％、「事業の廃止も検討せざるを得な

いと思う」の回答者は約１１％となった。なお、「事業の廃止も検討せざるを得ないと思う」の回答者全

てが「卸売・小売業」であった。 

 間接的な影響を受けていると思われる事業所では、新型コロナの影響の長期化にどこまで耐えられる

かを不安視する回答がみられた。 

 

７．事業者の期待 

 事業者の半数が「緊急事態宣言や自粛要請の早期解除」を求めている。また、事業継続や雇用の安定化

のための更なる支援策を期待する声が大きい。 

 

８．新型コロナ経済対策に対する特記すべき自由記述回答について 

 ・第２、３波が心配。秋～冬の観光客が不安であり先を見た対策が必要である。 

 ・新型コロナの影響を受けているのは飲食などの一部事業者だけでないことに留意して欲しい。 

 ・来期に回せる事業を精査して、新型コロナ対策を充実して欲しい。 

 

１０．考察 

 現時点では丹波篠山市で新型コロナウィルス感染症の罹患者は見つかっていないが、新型コロナへの

不安とその対策は市内の経済に甚大な負の影響を生じさせている。特に事業所の経営は新たに運転資金

の確保を必要とするほど悪化している。 

 各事業所においては、不足する運転資金を借り入れや持続化給付金で補おうとしているが、第２波、第

３波の恐れもあり先行きの不安や感染対策がとれる業態の変更のために「更なる経営支援」を求めている。 

 

 今後の支援策を検討していくうえで特に留意すべきことは、 

①大きな影響が全業種に及んでいること、 

②同業種であっても影響の大きさに差があること 

③持続化給付金などの制度支援の要件に満たず支援を受けられない事業者があること、 

④卸売・小売業の中に「事業廃止」を検討せざるを得ない事業者が存在すること、 

⑤現時点の経営を支えることも重要ではあるが、同時に中長期を見据えた課題に対応する視点が必要
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なこと、である。 

 

 最後に、丹波篠山市と丹波篠山市議会が早急に取り組むべきことを列記し考察とする。 

 

 

一、県や国に対して、経済支援対策の更なる拡充を求めること。 

一、制度要件に満たさない事業者への支援策を検討すること。 

一、緊急性の高い「卸売・小売で事業廃止を考える事業者」への対策を講じること。 

一、商工会等の協力も得ながら詳細な新型コロナ経済影響調査を実施すること。 

一、中長期の新型コロナ経済対策の指針と計画を作成すること。 
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Ｑ１０．最後にコロナ経済対策にご意見のある方はご記入ください。 

 

（事業者が特定される恐れがあり省略） 

 


